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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第７期中間会計期間以前には関連会社がないため記載してお

りません。 

４．潜在株式調整後１株当たりの中間（当期）純利益については、第６期中間会計期間、第７期中間会計期間及

び第８期中間会計期間は潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失が計上されているため記載して

おりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 460,886 890,399 459,280 2,150,720 2,834,270 

経常利益（△損失） （千円） △303,460 △460,470 △562,160 147,928 188,837 

中間（当期）純利益 

（△損失） 
（千円） △192,480 △271,764 △854,489 80,395 100,612 

持分法を適用した場合の投

資利益（△損失） 
（千円） － － △267,077 － △20,947 

資本金 （千円） 555,750 969,930 990,885 555,750 971,745 

発行済株式総数 （株） 19,340 22,344 22,598 19,340 22,366 

純資産額 （千円） 905,245 1,737,718 1,294,515 1,178,122 2,110,725 

総資産額 （千円） 2,318,644 3,683,914 3,146,740 3,061,060 4,126,730 

１株当たり純資産額 （円） 46,806.91 77,636.87 57,284.50 60,916.35 94,372.08 

１株当たり中間（当期）純

利益（△損失） 
（円） △9,952.45 △13,724.07 △37,963.83 4,156.97 4,772.90 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） － － － 4,136.66 4,606.39 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 39.0 47.2 41.1 38.5 51.1 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △487,805 144,052 △63,203 △845,137 982,369 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △514,332 △181,533 △169,921 △889,620 △1,415,299 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 513,415 765,456 108,195 818,065 845,696 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 515,169 815,174 375,036 87,199 499,966 

従業員数 (人) 48 52 60 47 55 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数であり、使用人兼務役員数は含まれておりません。 

(2）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 60 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、景況感の改善は見られたものの、改善ペースは鈍化、海外景気の回復も

依然として力強いものとは言えず、原油高などのマイナス要因も懸念され、景気の先行きに対する不透明感は払拭

されておりません。 

 このような状況の中、当社の主要業務領域である 「Video－IT」関連ビジネスを取り巻く環境においても、各企

業の予算運用の姿勢は依然として慎重でありますが、一方で急速なブロードバンドインフラの普及を背景に、一般

事業会社においても「Video－IT」を収益力向上の戦略的ツールとして導入しようという気運が高まってきており,

「既存事業」と「Video－IT」の融合が加速化してきております。また、放送業界においては多メディア・多チャ

ンネル展開の動きが本格化してきており、「Video－IT」に関連する市場は順調に拡大してきております。 

 当社では、このような市場ニーズに応えるために、システムインテグレーション事業、プロダクト事業、サービ

ス事業を通じて、デジタル映像管理システム、ビデオコミュニケーションシステム等の提供を行ってまいりまし

た。 

 システムインテグレーション事業においては、映像コンテンツの有効利用を目論む放送業界や、eラーニングの導

入や講義等の映像資産の効率的管理・運用を検討している大学、「Video－IT」を導入して収益力の向上を目指す

一般企業に対して営業活動を行ってまいりました。当中間会計期間では一般企業の中でも新たに流通業界、製薬業

界に対して積極的な展開を行うと共に、行政機関等における「Video－IT」ソリューション活用の促進にも注力し

てまいりました。しかし、例年大型のシステム案件は下半期（特に第4四半期）に検収完了する傾向が強く、当中

間会計期間においては、216百万円の売上計上となっております。    

 プロダクト事業においては、デジタルコンテンツ自動作成システム「EZプレゼンテーター」や字幕放送画面制作

システム「Neon」等を中心に販売を行ってまいりました。 

ブロードバンド・コミュニケーションシステム「GloBiz21」は、大型システム案件の基幹モジュールとして発注を

受けることが多く、その多くが下期以降の検収予定となっております。この結果、プロダクト事業において124百

万円の売上を計上いたしました。 

 サービス事業では、ホテル向けVODシステム「VVネット」やネットカフェ向けVODシステム「VideoTank」、シス

テムインテグレーションの保守サービスを中心に117百万円の売上げを計上しております。携帯電話向けASPサービ

スにつきましては、営業基盤の再整備を行い今期内に採算ベースにもっていく計画であります。  

 特別損益の項目では、関連会社株式の投資損失引当金繰入額296百万円をこの中間会計期間に計上しておりま

す。これは関係会社であるダイナウェア・ソリューションズ株式会社の事業計画の進捗が株式取得時に比較して遅

れていることを勘案し、現時点での純資産価額相当の評価を行い、会計上の引当金を計上したものであります。 

 また、第1四半期においては、当期より減損会計が強制適用されることに伴い、当社資産全般につき評価の見直し

を行いました。財務体質の強化を図るため、収益回収が長期化する懸念のある資産もしくは回収が見込めないと判

断される資産については帳簿価格を減額し、第1四半期において290百万円の特別損失を計上しております。 

 これらの結果、当中間会計期間において586百万円の特別損失を計上しております。 

 以上の結果、当中間会計期間の売上高は459百万円（前年同期比431百万円の減少）、経常損失は562百万円（前

年同期は経常損失460百万円）、中間純損失は854百万円（前年同期は中間純損失271百万円）となりました。 

 (2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、売上債権の減少や社債発行等の増加

要因があったものの、税引前中間純損失等の減少要因により、前事業年度末に比して124,929千円減少し、当中間

期末には375,036千円となりました。   

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間の営業活動の結果使用した資金は63,203千円（前中間会計期間は144,052千円の資金獲得）とな

りました。売上債権の増減の結果として得られた資金が626,336千円、特別損失に係る非資金費用が586,104千円あ

りましたが、税引前中間純損失の計上1,143,311千円、仕入債務の増減の結果使用した資金が192,330千円あったこ

とが減少の主な要因です。  



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は169,921千円となっております。（前中間会計期間比

11,612千円の減少）これはソフトウェアの取得による支出が182,501千円、長期前払費用の増加によるによる支出

が90,720千円、投資有価証券の取得による支出、貸付による支出がそれぞれ50,000千円あった一方、出資金の増減

の結果得られた資金が213,080千円あったことが主な要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は108,195千円となっております。（前中間会計期間比

657,261千円の減少）社債発行による収入が585,170千円ありましたが短期借入金の返済による支出が345,000千

円、社債の償還による支出が136,500千円あったことが主な要因です。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績は、次のとおりであります。 

（注）  金額は製造原価で表示しております。 

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績は、次のとおりであります。 

（注）1.金額は仕入価格で表示しております。 

  

(3）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況は、次のとおりであります。 

（注）  金額は販売価格で表示しております。 

事業区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システムインテグレーション(千円) 327,124 80.9 

プロダクト（千円） 57,786 20.5 

サービス（千円） 98,861 48.3 

合計（千円） 483,773 54.3 

事業区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システムインテグレーション(千円) 3,365 24.2 

プロダクト（千円） 61,130 26.9 

サービス（千円） 11,798 233.2 

合計（千円） 76,294 31.0 

事業区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

システムインテグレーション（千円） 494,785 58.4 416,000 80.2 

プロダクト(千円） 236,662 56.9 113,650 118.9 

サービス(千円） 199,980 90.8 103,000 277.3 

合計（千円） 931,428 62.8 632,650 97.1 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績は、次のとおりであります。 

（注）1 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当中間会計期間における研究開発費の総額は149,550千円、対売上高比率32.6％となりました。  

 当社では、技術部門の従業員（20名）による研究開発活動の他、技術担当マネージャーの指揮監督下、外注を有効

活用して研究開発活動を行っております。当中間会計期間においては、デジタル映像の多元的活用のための基盤モジ

ュールの開発や知的資産管理システムの製品化、「ユビキタス」や「ハイビジョン」等をテーマとして研究開発活動

を推進してまいりました。下半期に向けての受注拡大のための基盤整備を図るとともに、上半期において知的資産管

理システム「Commodus」を発表することができました。 

事業区分 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システムインテグレーション(千円) 216,785 56.1 

プロダクト（千円） 124,912 39.0 

サービス（千円） 117,582 64.2 

合計（千円） 459,280 51.6 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社エステック 135,000 15.2 ― ― 

株式会社マイメディア 127,403 14.3 72,000 15.7 

株式会社ブライトン ― ― 70,000 15.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）1.完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

   2.「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行 

    使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 （注）１．平成14年９月13日臨時株主総会において、商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権の発行決議を行って

おります。発行する新株予約権の個数は、800個（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は普通株式１

株とする。）を上限としております。また、同日開催の取締役会において、同日付で新株予約権800個を付

与する旨の決議を行っております。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整するものとします。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 77,360 

計 77,360 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,598 22,690 
東京証券取引所（マザー

ズ） 
（注） 

計 22,598 22,690 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 661 615 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,322 1,230 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 165,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年９月14日から 

平成24年９月13日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   165,000 

資本組入額  82,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は当社取締役会の承認を

要する。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割または併合の比率



また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、次の算式により払込金額を調整

するものとします。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式等を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読替えるもの

とします。 

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）新株予約権は、当社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された場合に

限り、権利を行使することができる。 

(2）新株予約権の発行時において、当社の取締役、監査役または従業員であった対象者は、新株予約権の行使

時において、当社、当社の子会社、または当社の認める関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位

にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合、または当社

取締役会が特に行使を認めた場合はこの限りではない。 

(3）上記(2)の対象者は、割当を受けた新株予約権を、以下に掲げる期間の区分に従い、既に行使した新株予

約権を含めて以下に掲げる割合の限度において権利行使することができる。この場合において、行使する

ことができる新株予約権にかかわる株式数が１株の整数倍でないときには、１株の整数倍に切り上げた数

とする。 

① 起算日から１年を経過する日までは、割当られた株式数の２分の１に達するまで権利を行使すること

ができる。 

② 起算日から１年を経過した日から、平成24年９月13日までは、割当られた株式数のすべてについて権

利を行使することができる。 

（注１） 上記において「起算日」とは、平成16年９月14日、または当社株券が日本証券業協会に登録さ

れ、またはいずれかの証券取引所に上場された日から６ヶ月を経過した日の翌日、のいずれか

遅い日とする。 

（注２） 新株予約権の発行以降、未行使の新株予約権の目的たる株式数の調整が行われた場合は、調整

後株式数により行使可能株式数の判定を行う。 

(4）上記(2)以外の対象者については、当社取締役会が当該対象者に対する新株予約権発行の目的に鑑み、合

理的に定める条件を付すものとする。 

(5）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(6）対象者が死亡した場合、当社取締役会が特に行使を認めた場合に限り、その相続人が権利を行使すること

ができる。この場合、その行使は当社取締役会が決定する条件によるものとする。 

(7）その他の権利行使の条件については、平成14年9月13日臨時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに従う。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）1.新株予約権の行使による増加であります。 

   2.平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が92株、資本金 

    及び資本準備金がそれぞれ7,590千円増加しております。 

    
既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注）1. 

232 22,598 19,140 990,885 19,140 770,225 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シャープ株式会社 大阪府大阪市阿倍野区長池町22－22 3,315 14.66 

エヌ・ティ・ティ・ソフトウ

ェア株式会社 
神奈川県横浜市中区山下町223－１ 1,760 7.78 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 1,713 7.58 

日本オラクル株式会社 東京都千代田区紀尾井町４－１ 580 2.56 

菅原 仁 神奈川県横浜市港北区日吉本町1－27－６ 480 2.12 

高柳 安宏 神奈川県藤沢市湘南台１丁目38－４ 480 2.12 

竹松 昇 東京都新宿区筑土八幡町６－15－202 480 2.12 

藤井 展之 東京都渋谷区恵比寿１丁目30－12－803 480 2.12 

香川証券株式会社 香川県高松市磨屋町４－８ 267 1.18 

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町１－４ 254 1.12 

計 － 9,809 43.40 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   22,598 22,598 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 22,598 － － 

総株主の議決権 － 22,598 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

―  ― － － － － 

計 ― － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 337,000 360,000 340,000 419,000 362,000 338,000 

最低（円） 270,000 290,000 300,000 290,000 290,000 270,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  815,174     375,036     499,966     

２．売掛金  808,395     241,312     867,648     

３．たな卸資産  369,673     155,751     307,725     

４. 繰延税金資産   196,604     312,267     15,301     

５. 短期貸付金   200,000     ―     64,000     

６. その他 ※４ 160,317     200,421     21,186     

  貸倒引当金  △7,829     △1,461     △6,073     

流動資産合計    2,542,336 69.0   1,283,327 40.8   1,769,755 42.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 108,193     78,938     86,952     

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  310,097     583,618     524,696     

(2）その他  37,509     509     509     

     計  347,606     584,127     525,206     

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 297,000     177,250     127,250     

(2）関係会社株式 ※２ ―     592,000     592,000     

(3）出資金  ―     372,307     695,387     

(4）その他   388,789     358,737     331,369     

  貸倒引当金   △12     △3,949     △1,190     

  投資損失引当金  ―     △296,000     ―     

    計  685,777     1,200,345     1,744,816     

固定資産合計    1,141,577 31.0   1,863,412 59.2   2,356,975 57.1 

資産合計    3,683,914 100.0   3,146,740 100.0   4,126,730 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  350,338     79,130     271,460     

２．短期借入金   460,000     150,000     495,000     

３．一年内返済予定長
期借入金 

※２ 68,445     58,860     63,435     

４．一年内償還予定社
債  233,000     393,000     273,000     

５．その他  145,792     154,474     210,669     

流動負債合計    1,257,576 34.1   835,465 26.6   1,313,565 31.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  566,500     953,500     610,000     

２．長期借入金 ※２ 122,120     63,260     92,440     

固定負債合計    688,620 18.7   1,016,760 32.3   702,440 17.0 

負債合計    1,946,196 52.8   1,852,225 58.9   2,016,005 48.9 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金    969,930 26.3   990,885 31.5   971,745 23.5 

Ⅱ 新株式申込証拠金    3,000 0.1   ― ―   ― ― 

Ⅲ 資本剰余金           

１．資本準備金  749,270     770,225     751,085     

資本剰余金合計    749,270 20.4   770,225 24.5   751,085 18.2 

Ⅳ 利益剰余金           

１．任意積立金                    

（1)特別償却準備金  1,101     826     1,101     

２．中間（当期）未処
分利益(△未処理損
失) 

 14,416     △467,420     386,793     

利益剰余金合計    15,518 0.4   △466,594 △14.9   387,895 9.4 

資本合計    1,737,718 47.2   1,294,515 41.1   2,110,725 51.1 

負債・資本合計    3,683,914 100.0   3,146,740 100.0   4,126,730 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    890,399 100.0   459,280 100.0   2,834,270 100.0 

Ⅱ 売上原価    904,540 101.6   560,067 121.9   1,903,344 67.2 

売上総利益（△損
失）    △14,141 △1.6   △100,787 △21.9   930,926 32.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費    415,894 46.7   463,806 101.0   700,254 24.7 

営業利益（△損
失）    △430,035 △48.3   △564,593 △122.9   230,672 8.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,926 0.5   31,199 6.8   17,360 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   34,360 3.9   28,765 6.3   59,195 2.1 

経常利益（△損
失）    △460,470 △51.7   △562,160 △122.4   188,837 6.6 

Ⅵ 特別利益 ※３   5,726 0.6   4,953 1.1   6,304 0.2 

Ⅶ 特別損失 
※
4,5 

  ― ―   586,104 127.6   40,181 1.4 

税引前中間（当
期）純利益（△損
失） 

   △454,743 △51.1   △1,143,311 △248.9   154,959 5.4 

法人税、住民税及
び事業税  505     1,388     66,000     

法人税等調整額  △183,485 △182,979 △20.6 △290,210 △288,821 △62.9 △11,653 54,346 1.9 

中間（当期）純利
益（△損失）    △271,764 △30.5   △854,489 △186.0   100,612 3.5 

前期繰越利益    286,180     387,068     286,180   

中間（当期）未処
分利益(△未処理損
失) 

   14,416     △467,420     386,793   

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー     

税引前中間（当期）純利益
（△損失）  △454,743 △1,143,311 154,959 

減価償却費  92,496 128,289 210,650 

長期前払費用償却  8,541 7,000 18,450 

固定資産の除却損  － 33 431 

貸倒引当金の減少額  △5,726 △1,853 △6,304 

投資損失引当金の増加額  － 296,000 － 

減損損失  － 31,737 － 

出資金評価損   － 110,000 － 

商品評価損   － 142,500 － 

ソフトウェア除却損   － 5,833 － 

受取利息  △3,837 △4,464 △8,029 

支払利息  10,813 8,507 19,576 

新株発行費  6,413 － 6,413 

社債発行費  3,300 14,830 7,500 

デリバティブ損益  10,460 △13,478 17,430 

売上債権の減少額  495,284 626,336 436,031 

たな卸資産の減少額または増
加額(△)  △76,713 9,473 △14,765 

前渡金の減少額または増加額
（△）  20,296 △1,277 34,736 

その他流動資産の増加額   △117,817 ― ― 

仕入債務の増加額または減少
額（△）  182,408 △192,330 103,530 

その他流動負債の増加額   34,481 ― ― 

その他の増加額または減少額
(△)  ― △19,930 65,219 

小計  205,657 3,895 1,045,830 

利息の受取額  1,215 4,350 9,557 

利息の支払額  △9,832 △7,120 △18,698 

法人税等の支払額  △52,988 △64,328 △54,319 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー  144,052 △63,203 982,369 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー     

有形固定資産の取得による支
出  △7,963 △10,030 △15,635 

無形固定資産の取得による支
出  △127,820 △182,501 △394,724 

投資有価証券の取得による支
出  △10,000 △50,000 △120,000 

関係会社株式の取得による支
出  － － △352,000 

出資金の返戻による収入  － 525,000 － 

出資金分配金による収入   － 3,080 － 

出資金の払込による支出  － △315,000 △525,000 

貸し付けによる支出  △500 △50,000 △201,000 

貸付金の回収による収入  143 250 232,373 

長期前払費用の増加による支
出  △35,392 △90,720 △39,313 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー  △181,533 △169,921 △1,415,299 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー     

短期借入による純支出  △140,000 △345,000 △105,000 

長期借入金の返済による支出  △34,690 △33,755 △69,380 

社債発行による収入  196,700 585,170 392,500 

社債の償還による支出  △81,500 △136,500 △198,000 

株式の発行による収入  824,946 38,280 825,576 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー  765,456 108,195 845,696 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額ま
たは減少額（△）  727,974 △124,929 412,767 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  87,199 499,966 87,199 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

 ※ 815,174 375,036 499,966 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1)有価証券 

①満期保有目的の債券 

  償却原価法を採用してお

 ります。 

②関連会社株式 

    ―――― 

 

③その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

  を採用しております。 

(1)有価証券 

①満期保有目的の債券 

     同左 

 

②関連会社株式 

  移動平均法による原価法

 を採用しております。 

③その他有価証券 

     同左 

(1)有価証券 

①満期保有目的の債券 

     同左 

 

②関連会社株式 

     同左 

 

③その他有価証券 

     同左 

 (2)デリバティブ  

時価法 

(2)デリバティブ  

  同左 

 (2)デリバティブ   

      同左 

 (3)たな卸資産 

 ①商品 

 先入先出法による原価法

によっております。 

 (3)たな卸資産 

 ①商品 

      同左 

 (3)たな卸資産 

 ①商品 

      同左 

 ②仕掛品 ②仕掛品 ②仕掛品 

  個別法による原価法に

よっております。 

    同左 同左 

 ③貯蔵品 ③貯蔵品 ③貯蔵品 

  先入先出法による原価

法によっております。 

    同左 同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

  建物     ８～15年 

  工具器具備品 ３～８年 

 また、取得価額10万円以

上20万円未満の資産につい

ては、３年間で均等償却し

ております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 ①自社利用のソフトウェア 

 社内における見込利用可

能期間（５年）による定額

法によっております。 

②市場販売目的のソフトウ 

 ェア 

 見込販売可能期間（３

年）による定額法によって

おります。 

①自社利用のソフトウェア 

 社内における見込利用可

能期間（３～５年）による

定額法によっております。

②市場販売目的のソフトウ 

 ェア 

     同左 

①自社利用のソフトウェア 

    同左 

  

  

 ②市場販売目的のソフトウ 

 ェア 

     同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  均等償却によっておりま

す。主な償却期間は５年で

あります。 

     同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権に

ついては、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (2)    ―――― 

  

(1)貸倒引当金 

     同左 

  

  

  

  

  

  

 (2)投資損失引当金 

 関連会社株式に対する損失

に備えるため、その財政状態

等を勘案して必要と認められ

る額を計上しております。 

(1)貸倒引当金  

      同左 

  

  

  

  

  

  

 (2)   ―――― 

  

４．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

     同左 同左 

５．中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲  

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

     同左 同左 

６．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

     同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ――――― 「固定資産の減損に係る会計基準」 

「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日)及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第6号)が平成17

年4月1日以後開始する事業年度から強

制適用になったことに伴い、当中間会

計期間から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。 

これにより、営業損失、経常損失は、

9,325千円減少し、税引前中間純損失

は、22,412千円増加しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「短期貸付金」は、前中間期まで、流動資産の「その

他」に含めて表示していましたが、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記し

ました。  

 なお、前中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は

15,000千円であります。 

（中間貸借対照表） 

 前中間期まで、投資その他の資産の「その他」に含め

て表示していました「出資金」は、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記し

ました。 

 なお、前中間会計期間末の「出資金」の金額は

161,936千円であります。 

   

 前中間期まで、区分掲記していました「短期貸付金」

は、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５

以下となりましたので流動資産の「その他」に含めて表

示することとしました。  

 なお、当中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は

146,000千円であります。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 
67,032千円 

※１．有形固定資産の

減価償却累計額 
109,646千円

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 
91,997千円

※２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

   投資有価証券  240,000千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

一年内返済予定長期借入金   

            48,445千円 

長期借入金    52,120千円 

※２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

   関係会社株式   222,000千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

一年内返済予定長期借入金   

            38,860千円 

長期借入金    13,260千円 

※２.担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

関係会社株式   222,000千円 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

一年内返済予定長期借入金   

             43,435千円 

長期借入金     32,440千円 

  ３.当社は、運転資金の効率的な調

達を行うために取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

  貸出コミットメントの総額 300,000千円 

借入実行残高        45,000千円 

差引額         255,000千円 

  ３.当社は、運転資金の効率的な調

達を行うために取引銀行４行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

  

  当座貸越極度額の総額    950,000千円 

借入実行残高         150,000千円 

差引額        800,000千円 

  ３.当社は、運転資金の効率的な調

達を行うために取引銀行３行と

当座貸越契約および貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当期末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  当座貸越極度額及び貸出 

  コミットメントの総額    750,000千円 

 借入実行残高        295,000千円 

    差引額         455,000千円 

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．    ──── 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、金額的に重要性

が乏しいため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

     同左   



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,160千円 

有価証券利息 677千円 

受取利息 3,299千円

有価証券利息 1,165千円

デリバティブ評

価益 

13,478千円

受取利息 6,204千円

有価証券利息 1,825千円

匿名組合収益 8,450千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 9,289千円 

支払保証料 3,196千円 

社債発行費 3,300千円 

新株発行費 6,413千円 

デリバティブ評

価損 

10,460千円 

支払利息 6,192千円

支払保証料 4,300千円

社債発行費 14,830千円

     

     

支払利息 16,116千円

支払保証料 7,115千円

社債発行費 7,500千円

新株発行費 6,413千円

デリバティブ評

価損 

17,430千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入 5,726千円 貸倒引当金戻入 4,953千円 貸倒引当金戻入 6,304千円

※４．   ――――― ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

     投資損失引当金

繰入額  

296,000千円

商品評価損  142,500千円

出資金評価損  110,000千円

減損損失  31,737千円

投資有価証券評

価損 

39,749千円

 ※５.    ――――― 

  

 ※５. 減損損失 

  減損損失の内訳は次のとおりです。 

 当社は減損損失を把握するにあたり、

事業をシステムインテグレーション事

業、プロダクト事業、サービス事業に分

類し、更にそれぞれのプロジェクト・製

品単位にグルーピングを実施していま

す。当該リース資産については、市場環

境の変化及び機能の陳腐化により収益が

悪化しているため、未経過リース料を基

に算定した帳簿価格を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、使用価値については、将

来キャッシュ・フローを3.5％で割引い

て計算しています。 

用途 場所 種類 
減損損失

(千円) 

画像管理

システム 
本社  

所有権移転外

ファイナンス

リース  

31,737

 ※５.     ――――― 

６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 

有形固定資産 24,240千円 

無形固定資産 68,255千円 

有形固定資産 17,718千円

無形固定資産 110,570千円

有形固定資産 50,523千円

無形固定資産 160,126千円



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間会計期 

 間末残高と中間貸借対照表に掲記 

 されている科目の金額との関係 

（平成16年9月30日現在） 

※現金及び現金同等物の中間会計期 

 間末残高と中間貸借対照表に掲記 

 されている科目の金額との関係 

（平成17年9月30日現在） 

※現金及び現金同等物の期末残高と 

 貸借対照表に掲記されている科目 

 の金額との関係 

（平成17年3月31日現在） 

現金及び預金 815,174千円 

現金及び現金同等物 815,174千円 

現金及び預金 375,036千円

現金及び現金同等物 375,036千円

現金及び預金 499,966千円

現金及び現金同等物 499,966千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間会計期間末

残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

中間会計

期間末残

高相当額 

（千円） 

有形固

定資産 
42,537 20,263 22,273 

ソフト

ウェア 
387,250 79,942 307,307 

合計 429,787 100,206 329,581 

 

取得価

額相当

額 

（千円）

減価償

却累計

額相当

額 

(千円)

減損損

失累計

額相当

額  

(千円) 

中間会

計期間

末残高

相当額 

（千円）

有形固

定資産 
165,537 52,637 9,150 103,749 

ソフト

ウェア 
543,550 164,950 20,806 357,792 

合計 709,087 217,587 29,957 461,542 

 
取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

期末残高

相当額 

（千円）

有形固

定資産 
165,537 37,823 127,714 

ソフト

ウェア 
438,550 122,087 316,462 

合計 604,087 159,910 444,176 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間末

残高相当額及びリース資産減損勘

定の残高 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 85,717千円 

１年超 251,390千円 

合計 337,108千円 

１年内 141,985千円 

１年超 353,347千円 

合計 495,332千円 

リース資産減損
勘定残高  

22,412千円 

１年内 120,508千円

１年超 334,496千円

合計 455,004千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 46,678千円 

減価償却費相当額 43,047千円 

支払利息相当額 5,711千円 

支払リース料 72,018千円

リース資産減損勘定

の取崩額 

9,325千円

減価償却費相当額 57,677千円

支払利息相当額 7,346千円

減損損失 31,737千円

支払リース料 110,173千円

減価償却費相当額 102,752千円

支払利息相当額 12,802千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

      同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

      同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成16年９月30日現在） 

１.時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間（平成17年９月30日現在） 

１.時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

１.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

（１）満期保有目的の債券   

   社債 45,000 

（２）その他有価証券   

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 252,000 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

（１）満期保有目的の債券   

   社債 56,250 

（２）関連会社株式    

   関連会社株式  592,000 

（３）その他有価証券   

   非上場株式 71,000 

      投資信託 50,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

（１）満期保有目的の債券   

   社債 56,250 

（２）関連会社株式   

   関連会社株式 592,000 

（３）その他有価証券   

   非上場株式 71,000 



（デリバティブ取引関係） 

     前中間会計期間末（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

    デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１.時価の算定方法 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。  

     当中間会計期間末（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

    デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１.時価の算定方法 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。  

      前事業年度末（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

     取引の時価等に関する事項 

  (1)通貨関連 

 （注）１.時価の算定方法 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等  時価 (千円) 評価損益 (千円) 

通貨 
オプション取引 

（買建）コール 
3,510千米ドル 3,225 3,225 

  
オプション取引 

（売建）プット 
2,340千米ドル △13,820 △13,820 

金利 スワップ取引 200,000千円 △10,448 △10,448 

合計 ― △21,042 △21,042 

対象物の種類 取引の種類 契約額等  時価 (千円) 評価損益 (千円) 

通貨 
オプション取引 

（買建）コール 
2,790千米ドル 2,838 2,838 

  
オプション取引 

（売建）プット 
1,860千米ドル △8,836 △8,836 

金利 スワップ取引 200,000千円 △8,536 △8,536 

合計 ― △14,533 △14,533 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 (千円) 評価損益 (千円) 

通貨 
オプション取引 

（買建）コール 
3,150千米ドル  2,193 2,193 

  （売建）プット 2,100千米ドル  △19,512 △19,512 

金利 スワップ取引 200,000千円  △10,692 △10,692 

合計 ― ― △28,012 



（持分法損益等） 

（注）当該金額は、投資損失引当金296百万円を控除後の金額であります。  

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額（千円） 
－ (注)  296,000 592,000 

持分法を適用した場合の

投資の金額（千円） 
－ 303,974 571,052 

持分法を適用した場合の

投資利益の金額（千円） 
－ △267,077 △20,947 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定 

     上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式の種類  新株予約権 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

あるものの、当中間期は中間純損失の

ため、記載を省略しております。 

１株当たり純資産額 77,636円87銭

１株当たり中間純損失 13,724円07銭

 同左 

１株当たり純資産額 57,284円50銭

１株当たり中間純損失 37,963円83銭

１株当たり純資産額 94,372円08銭

１株当たり当期純利益  4,772円90銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
4,606円39銭

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益（△損

失）金額 
   

中間（当期）純利益（△損失）（千円） △271,764 △854,489 100,612 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（△

損失）（千円） 
△271,764 △854,489 100,612 

期中平均株式数（株） 19,802 22,508 21,080 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額(千円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） ― ― 762 

（うち新株予約権） ― ― (762)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

（注） （注）     ――― 

  
前中間会計期間

 (自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
 (自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

 株主総会特別決議日 平成14年９月30日  同左  

 新株予約権の残高 ７９５個  ６６１個  

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

 新株予約権の目的となる株式の数 １，５９０株  １，３２２株  

 発行価格 １６５，０００円  同左  

資本組入額  ８２，５００円  同左  

新株予約権の行使期間  
平成15年9月14日から 

 平成24年9月13日まで  
同左  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１.平成16年10月１日付けでダイナウ 

  ェアソリューションズ株式会社へ 

  4千株、352百万円の出資を行いま 

  した。当該出資により、ダイナウ 

  ェアソリューションズ株式会社 

  は、当社の関連会社となりまし 

  た。 

２.平成16年10月１日付けで、サービ 

  ス事業において、ユーザーへ貸与 

  するため、ハード及びソフトウェ 

  アのリース契約（所有権移転外フ 

  ァイナンスリース契約）を締結い 

  たしました。 

  契約の概要は次のとおりです。 

 (1)契約先 日立キャピタル株式会社  

 (2)物件名 インターネット／ＶＯＤ 

      システム一式 

 (3)リース料総額   129,519千円 

 (4)月額リース料    2,158千円 

 (5)リース期間       60ヶ月 

       ――――        ―――― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成16年12月20日

株式会社アイ・ビー・イー     

取締役会 御中     

      

  新日本監査法人 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 小川 一夫  印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 森崎  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・ビー・イーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アイ・ビー・イーの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成17年12月16日

株式会社アイ・ビー・イー     

取締役会 御中     

      

  新日本監査法人 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 小川 一夫  印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 森崎  実  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アイ・ビー・イーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社アイ・ビー・イーの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                    以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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